
一 般 職 員

非 現 業 職 員 ( 約 300,000 人 ) 【45.0％】

（ 約 302,000 人 ） 検 察 官

( 約 2,000 人 ) 【0.3％】

一 般 職 国 営 企 業 ( 林 野 ) 職 員 【0.7％】

( 約 365,000 人 ) ( 約 5,000 人 )

特定独立行政法人職員 【8.7％】

( 約 58,000 人 )

国 家 公 務 員

( 約 667,000 人 )

内 閣 総 理 大 臣 等

( 約 400 人 ) 【0.06％】

防 衛 省 職 員

( 約 272,000 人 ) 【40.8％】

特 別 職 国 会 職 員

( 約 302,000 人 ) ( 約 4,000 人 ) 【0.6％】

裁 判 官 、 裁 判 所 職 員

( 約 25,000 人 ) 【3.7％】

(注４）　このほか、勤務形態が常時勤務に服することを要する職員に準ずる者にも適用される。
　　　①　国の一般会計又は特別会計の常勤職員給与の目から俸給が支給される者
　　　②　次の要件を満たした日々雇用職員
　　　　　「雇用関係が事実上継続していると認められる場合において、常勤職員の勤務時間以上勤務した日が18日以上
　　　　ある月が引き続いて12月（当分の間6月）を超えるに至った者で、その超えるに至った日以後引き続き当該勤務時
　　　　間により勤務することとされているもの」

　　　国家公務員退職手当法が適用される国家公務員

（注１）　　（　　 ）内の人員数は、平成19年度末予算定員による。ただし、特定独立行政法人の人員数は、平成19年１月１日
　　　　現在の常勤職員数である。なお、人員数は、端数処理の関係で、必ずしも合計数とは一致しない。【　】内は、国家公
　　　　務員全体に占める割合を示す。

（ 行 政 ）

（ 立 法 ）

（ 司 法 ）

（注２） 　国会議員、国会議員の秘書は適用対象外であるほか、特定独立行政法人の役員（特別職の国家公務員）
　　　　も適用対象外とされている。

（注３）　 最高裁判所の裁判官の退職手当については、最高裁判所裁判官退職手当特例法において、１年当たりの支給率
　　　　が２．４とされており、他の国家公務員との期間通算は行われない。
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